
2A8 自治体・大学等における 開発技術の利用促進に 関する調査結果 

0 対馬 正秋 ，中澤康晴 ( 日本テクノマート ) 

1 . Ⅱ斉の日的 

近年、 テクノポリス 地域、 頭脳立地地域をはじめとした 各地域において、 地元の大学、 公設 

試験研究機関と 地域企業の間で 産学官共同研究が 活発に行われる 傾向にあ り、 その研究成果は、 
公的な技術として 特許等の権 利を取得する 場合があ る。 また、 工業試験場等の 公設試験研究機 

関や地元の技術系大学では、 従来から研究成果として 技術に関する 権 利を取得している。 

これらのことから、 地域の公的機関が 権 利を保有する 技術は、 かなりの数になると 考えられ、 
地域の技術移転シーズであ るこれらの技術の 全国的な有効活用方策は・ 中小企業支援事業を 中 

心とした技術移転の 有効手段と考えられる。 
本調査は、 このような考えに 基づき、 地域の公的機関ならびに 技術系大学が 権 利保有してい 

る 技術やノウハウの 活用実態を調査し、 それら技術の 全国的な流通の 可能性を検討することに 

よって、 地域技術移転の 促進に資することを 目的とした。 
なお、 本 データは「平成 8 年度通産省地域技術移転促進調査一自治体・ 大学における 開 

発技術の利用促進に 関する調査」の 結果に基づいている。 

2 . 胡杢 研究項目と手法 

① 地域の公的 技関 における 技 街の保有状況 
特許データベースを 用い、 都道府県が権 利を保有する 技術及び地域の 大学や高等専門学 

校 が保有する技術数とその 技術分類を把握し、 地域における 公的機関の技術の 保有状況を 

整理した。 

② 地域の公的機関保有技術の 活 m 状況 
地域の公的機関が 権 利を保有する 技術が地域内及び 地域覚で活用されている 状況及び ロ 

イヤリティ等の 扱いを含めた 活用形態、 さらに都道府県の 持つノウハウ 提供を含めた 企業 

への情報提供についてアンケート 及びヒアリンバ 調査等によって 把握し、 地域技術活用の 

問題点及び地域技術の 全国的な活用の 可能性について 検討した。 

③ 公的地域 技 綺の全国展開による 技術移転促進方策の 方向性 
地域の公的機関が 権 利を保有する 技術及びノウハウを 全国各地域で 活用するために 必要 

となるデータベース 並びに仲介機能等の 具体的方策を 検討し、 公的地域技術の 全国展開に 

よる技術移転促進の 方向性を考察した。 
3. アンケート回収状況と 主な回答部署 

アンケート調査対象となった 自治体および 大学等 ( 国 公私立大学、 国立高専 ) を表 1 に示す。 

表 「 アンケート送付 / 回収状況 自治体のほぼ 全数から回答が 得られた。 大学等の回収 

送付 件到 回収件数回収率 率は 68% 、 これに自治体を 加え、 全体で 74% となった。 

自治体 47 46 97.9%  自治体へは管財課宛てに 送付し、 無体財産管理担当者 

国立大学 57 36 63.@ 2% 
及び開発技術の 普及担当の両部署に 回答を依頼した。 

国立大学の回答部署は 殆どが地域共同研究センター 
国立高専 49 43 87.@8% る あ いは研究協力課であ った。 国立高専の回答部署は 、 
公立大学     87.5%  庶務課が多く、 その他、 教育センターや 交流センター 

私立大学 82 48 58.5%  等の長または 個別学科で研究開発を 行なっている 教官 

合 計 243 180  74.1%  から回答が得られた。 

私立大学の回答部署は、 大学事務局関係の 部署が多 
く 、 その他、 産学連携担当教官等から 回答が得られた。 公立大学の回答部署は、 私立大学と同 

様に大学事務関係の 庶務課や総務課が 多く、 その他、 交流事業推進担当等から 回答が得られた。 
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4. 自治体におけるⅡ 尭技 俺の活用 
4. ] 自治体保有 特 杵の現状 

( 財 ) 日本特許情報機構 (Japio) の特許情報データベースによる 共同出願を含めた 全自治体 
保有の出願公開特許件数と 出願公告特許件数の 推移を、 それぞれ図 1 、 図 2 に示す。 

①出願 公 Ⅱ 俺件 故の推移 
対象とした 1S 年間に自治体か 
ら 出願された出願公開特許 件 
数は、 昭和 52 年には 43 件であ 
っ たのが、 平成 6 年には約 5 

倍 0 212 件へと増大し、 その 

累計は 2376 件であ る。 地域 区 
分別にその推移をみると、 地 
方圏は 33 件から約 5 倍の 151 
件へ 増大し、 その累計は 1496 
件であ り、 大都市圏は 10 件か 
ら約 6 倍の 6H 件へ 増大し 、 そ 

出兵公朋の期間     昭和 52 年 ] 月 Ⅰ 日 ～平成 6 年 l2 月Ⅵ日 (l8 年内 ) の 累計は 880 件であ る。 絶異 

千把の地域分領 は 白土庁の地域区分による。 計 に占める大都市圏の 割合は 
大林 市 Ⅰ ( 9 自治体 ) : 東京都、 神奈川 崇 、 千葉末・埼玉泉． ミ 何 % 、 二 % 崇   37%  であ る。 各年による増減 

京極内   大阪府   兵庫末 はあ るものの、 全体的に地方 
地方Ⅰ (.38 自治体 )     大杯帝ロ以覚の 自治体 圏 、 大都市圏ともに 増加傾向 

図 Ⅰ 自治体特許の 出願公開件数の 推移 にあ る。 

②出願公告 雙件 致の推移 
対象とした 14 年間に自治体か 

ら 出願された特許の 公告件数 
は 、 昭和 57 年には 34 件であ っ 

たのが、 平成 7 年には約 7 倍 

の 213 件へと増大し、 その 累 
計は 979 件であ る。 地域区分 

別にその推移をみると、 地方 
圏は 16 件から約 8 倍の 12Q 件 

万 7 58 & ワ 6 ひ 百 Ⅰ 6 フ 
へ 増大し、 その累計は 575 件 

であ り、 大都市圏は 18 件から 
約 5 倍の S4 件へ増大し、 その 

累計は 4Q4 件であ る。 総累計 る ｜ 占 め 大都市圏の割合は 41 
% であ る。 出願公開件数と 同 

山 頂公告の期間 : 昭和 57 年 ] 月 Ⅰ 日 - 平成 7 年 7 月 3l 日 (l3 年 7 ケ月 ) 様に各年の増減はあ るものの、 
大林市田、 地方田の地域区分は ロ ・に同じ。 全体的に増加傾向にあ る。 

図 2  自治体特許の 出願公告件数の 推移 

4.2 自治体保有 特 杵の実施 杵皓 状況 
表 2 自治体特許の 実施許諾状況 ( 桂 登録 済 4] 団体、 出願中 叫 2 団体 )  回答を記入した 41 自治体の権 禾 lJ 

0l996@12 月末現 旭 取得済み特許の 実施許諾状況は 、 

特許件数 a 実施許諾件数 b 比率 召乃 地域内・地域覚 権 利登録済み特許 数 842 件に対し   登録 済 特許 8 4 2 件   実施許諾率は 18% であ る た だ し、 
出願中特許 ].417 件 5 8 件 4, 乃 41 件 1 7 件 共同出願の出願人の 実施は実施 許 

諾から除外されているため、 実際 
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の 実施率はこれより 高いことが予想される。 許諾された特許数を 地域内覚別にみると、 地域内 
が 70 件、 地域覚が 38 件であ り、 自治体外企業に 対しても実施許諾が 行われている。 一方、 出願 
中特許 1417 件の実施許諾状況についてみると、 回答のあ った許諾件数は 58 件であ り、 その実施 

許諾比率は 4% であ る。 その地域区分は、 地域内 41 件、 地域覚 17 件であ る。 なお、 出願中特許 
についても、 共同出願の出願人の 実施は実施許諾件数から 除外した。 
4.3 自治体 特 杵の有理体 胡 

自治体で職務発明規程を 整備している 団体は回答のあ った 46 団体の内の 38 団体 (83%) であ り   

現在検討中が 5 団体 (11% 入朱整備が 3 団体 (7 %) であ る。 さらに、 自治体の職務発明規程が 

  

管材担当部キ 

試験研究 俺 接の主管 珪 

扶験 研究 技接 

その他 

    20                     & り 96 
整備されている 団体の特許管理の 担 
当 部署を分析すると 「管材担当部署」 

7@  が 71% と最も多く、 「試験研究機関」、 

.9(3) 

  

「試験研究機関の 主管 課 」 は、 それ 
  ぞれ 1 団体 (3 %) 、 3 団体 (8 %) 

8. Ⅰ (l) 
と 少ない。 なお、 「その他」 と回答 

  した自治体も 7 団体 (18%) あ り、 
「人事課」 などの回答も 得られてい 

図 3 特許管理担当部者 ( 単数回答 ) る 。 

4.4 自治体特許の 実施契約条件 
①実施料お定基準の 作成 : 自治体の特許料算定基準の 作成方法は、 「国の特許実施料に 準じた 
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無 回答 

  の 契約内容による」 などの回答が 得ら 

れている。 

②契約一時金の 有無 : 実施許諾の対価 

の 一部としての 一時金の有無は、 「 徴 

図 4 実施料算定基準の 作成 ( 単数 答 ) 収 していない」 とする自治体が 27 団体 (5 
9%) を 占めており、 「徴収している」団体は 9 団体 (20% 八 「ケースバイケース」 で 徴収して 
いる団体は 8 団体 (17%) であ り、 合計 17 団体 (37%) が徴収を行っている。 

③実施 杵諾 相手の選定基準 : 自治体の実施許諾相手の 選定に際しての 地域条件は 、 「地域区分 
による選定基準はない」 が 38 団体 (83%) を占めており、 「地域区分による 選定基準はあ る」 と 

する自治体はわずか 5 団体 (11%) 。 ただし、 選定基準のない 自治体でも運用によっては 地域 

条件をつける 例も見られ、 " 自治体内中小企業を 運用上優先する " などの回答が 得られている。 

また、 選定基準のあ る地方圏の自治体からは " 原則として自治体内産業の 振興のため実施許諾 

できる " などの回答も 得られた。 一方、 企業規模としての 選定基準は、 「企業規模による 選定 
基準はない」が 40 団体 (87%) を占めており、 基準として設定しているのはわずか 3 団体 (7 %) 
で、 地域条件と同様の 傾向にあ る。 
4.5 実施契約上の 楳 B 

自治体の実施契約上の 課題は、 図 5 に示すよ う に、 「実施料算定の 難しさ」、 「実施契約に 
関するノウハウを 持った人材不足」がともに 60%/0 以上を占めており、 これらが 2 大障害となっ 
ている。 次に「実施契約手続の 複雑さ」がそれらに 続き、 44% であ る。 「実施契約に 至るまで 
の時間の長さ」 、 「関係する担当部署の 多さ」 は、 それぞれ 30% 、 17% であ る。 なお、 「その 

他 」では、 「実施契約に 関する内部基準がな い 」 、 「実施者の実施状況をチェックする 機関が 

な い 」 など   の 回答が得られている。 
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  4.6 研究成果音波のためのコーチ ィ ネート技能 

実施料 よ 定の韓しさ 
29) 図 6 に示すよ う に、 自治体の研究成果を 普及させ 

人材不足 。 るための「コーディネ 、 一ト 機能を持つ体制整備は 行 

手桶きの複雑 さ われていない」 が 27 団体 (59%) で最も多い。 整備さ 
時 Ⅱの 丑さ れている体制の 形態としては「試験研究機関に コ一 

担当部Ⅰの多さ ディネ 、 一ト 機能を持っ常設窓口を 設置している」 15 
その他 

  団体 (33%) 、 「産業技術振興の 役割を持っ財団等 

の中にコーディネ 、 一ト 機能を持たせている」 13 団体 

図 5 実施契約上の 探題 ( 社 故国音・ い く っ でも )  (28%) であ る。 さらには「産業団体等の 技術部門 

に コーディネート 機能を依頼している」、 「産学官   技術交流等の 団体の中に、 コーディネート 機 

佐 Ⅰ 技 Ⅰなし 能を依頼している」は、 それぞれ 1 団体 (2% 八 

宙投 ま口を世Ⅰ 3 団体 (7 %) であ る。 
財団 憶が Ⅰ ほを 有する 

桂 荷文 済 団体に依 接 
なお、 「その他」 では、 「専門技術員の 配 

主文日 抹 にに 依 Ⅰ 
置 」や「知的所有権 センタ一において 機能を 

その他 
整備したい」等の 回答が得られている。 

  4. 7 研究成果の利用促進に 関する舞妓 

図 7 に示すとうに、 自治体の研究成果の 利 

図 6 3- ティト ト 機能の体制 ( 枝倣 回答・いくつでも ) 用 促進に関する 課題は、 「研究成果を 商品化 
するためのコーディネ 、 一ト 機能が不足してい   る 」 が 72% で最も多い。 次いで、 「基礎研究 

] 吋 ・ { ト @ Ⅰ能の下足 の 成果に対して 企業の興味が 低い」、 「基礎 
全文の甘味がほい 

契 的によりⅠ及は 田 俺 
研究は企業との 共同研究が殆どであ り契約上 足 ソ ウ l Ⅰ ウ の 下 から広く普及させることが 困難なものが 多い」 

故居が自いという 屯俺 

人ウ 耳伍 の 対練外 
がそれに続く。 なお、 「その他」 には、 「 試 

その他 験 研究機関の P R 不足により企業の 理解が不 
  足 」 、 「企業の研究技術レベルとのギャップ 図 7 研究成果の利用促進に 関する課題は a 。 g.,-,t で ， が 大きい」 などの回答が 得られてい る 

4. 8 自治体が考える 音波方策 

  自治体が考える、 全国の公的機関保有 技 
チークベースの P Ⅰ 術を普及させるための 方策は、 図 8 に示す 

適 Ⅱ 抹棚 の 亜 Ⅰ 

知的所有 抽 センタ一の拡充 ぅ   よ に、 「全国の公的保有技術情報を 持っ 
拙攻 的は助   た データベースの 整備」が 72% で最も多く 、 
人材の 硅條 

研 トシステムの 接 Ⅰ 次いで、 「公的保有技術を 普及させるため 
その他 

  
の 流通体制の整備」 46% 、 「知的所有権 セ 

ンタ一の拡充」 33% 、 「公的機関保有技術 

図 8 自治体保有技術の 普及方策 (*f Ⅵ @ 惜 ・ 2 つ まで ) の 流通を促進する 財政的支援」 22% であ る。 

自治体では「データベースの 整備」による 情報提供の方策を 重視していることが 特徴であ る。 

5 . 大学     国公私立大学・ 日立       におけるⅡ 発 技術の活用 
5. 1 大学保有 特 杵の現状 

今回の調査では、 技術系学部を 有する国公私立大学ならびに 国立工業高等専門学校の 合計 
196 校を対象にアンケート 送付を行ない、 約 7 割の 134 校から回答が 寄せられた。 昨今の産学 

連携の必要性に 応えるために 各大学においても 多様な体制整備が 行われつつあ る状況にあ る。 
しかしながら、 我が国の大学の 研究成果のひとっであ る特許は、 国立大・私立大を 問わず発 

明者であ る教授個人に 帰属するケースがほとんどであ る。 また、 大学側として 個人特許に干渉 
することはタブーとされている 面もあ り、 大学を舞台に 発明されている 特許の全件数を 把握す 
ることは困難であ る。 特許データベースを 用いて大学名で 特許出願公開件数を 検索しても 124 
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件 (1994 年 ) と少なく、 米国大学の特許取得件数 1,862 件 (1994 年 ) と比較しても 格段の開きが 表 

れている " 。 そのため、 本調査では大学側が 把握できる範囲内において、 教授個人ならびに 企 

業との共同出願の 特許件数も調査し、 産学連携促進の 観点から、 我が国の重要な 技術シーズで 
あ る大学特許の 全体像を把握することとした。 各大学の自己申告に よ る特許件数を 表 3 に示す。 

表 3 大学等 ( 国 公私立大学・ 国立高専 ) の特許件数 
(1996 年 12 月末現在 ) 

注 1 ) 牧宰 は   日吉が待られた 各大学   国立再ウからの 自己申告はならびにその 吉村厄   

注 2) 私立大半のり 合、 宇技法人に拒 利弗 屈している % 台 も 「信人 J にヵゥント している。 

注 3) 特打 杵故を ゼロと紀人している 大字拝も回笹枕 伯にヵゥント している。 

1996 年 12 月末現在、 把握できる範囲 @ での出願中および 権 利 Jm6t 得 済み特許の 4 年 靱 [ は、 学校の種 
類別で見ると、 国立大学 741 件、 国立高専 51 件、 公立大学 7 件、 私立大学 701 件であ る。 また、 

国有並びに個人特許の 合計値で見ると、 既に権 利化済みの特許数は 601 件 、 出願中特許は 536 

件 であ る。 これらに共同出願特許を 加えると、 権 利化済み特許 668 件、 出願中特許 899 件であ 

り、 合計 1,500 件の特許が日本の 大学特許として 把握できる最低ラインであ ることが判明した。 

しかし、 これら特許件数の 各大学間較差が 激しく、 各大学の先端研究分野の 違いというより 
も 、 発明技術の特許化への 取組み姿勢や 特許管理体制が 大きく影響しているものと 推察される。 

表 4 国立大学・国立高専の 実施許諾件数 5.2 大学保有待杵の 実施許諾状況 
(l996 年 l2 月末現在 ) 

回答 校   国立大学 (23 校 ) 一 。 1@ 0 36  帰属が決定され、 国有特許にすべきとされた 発 
  

国立高専 (25 校 )  ]  l       
明 開示技術は、 日本学術振興会が 特許申請業務 

合 計 (48 校 ) 27 l 0 1@ 0 3@ 7 
な 行ない、 権 利化された特許は 科学技術振興 事 
業 団が専用実施権 者として第 3 者にライセンス 

注 注 ]) 2) 放字は 実施 杵培件 ， 回笹か 接 さ 行られた日立大字・ ゼロ と 記入している 高寺からの自己申告内ならびにその 大半・ 寓 ちも日番 挨 故にカウントしている 台付 億     する仕組みになっている。 文部省の資料によれ ぱ 、 平成 7 年度 (1995 年 ) の発明委員会の 審議件数は 435 件であ り、 この内、 国に権 利帰属 し た 

特許が 45 件 (10% 八発明者個人に 帰属した特許が 3907 牛 (90%) であ る。 国の特殊な研究費を 使 

れない限りほとんどが 個人に帰属している 現状であ る。 

表 4 は今回の調査で 数値回答が得られた 国立大学 (23 校 ) 並びに国立高専 (25 校 ) の実施許諾の 

状況であ る。 国立大学における 実施許諾件数は、 国有特許が 26 件、 企業との共同出願による 特 

許が 10 件となっている。 なお、 国立高専では 国有特許 1 件のみの実施許諾実績となっている。 

個人特許が大勢を 占める中、 大学事務局としては 教官個人の特許が 企業に実施許諾される 状況 

を把握できるシステムにないことから、 大学、 高専ともゼロとされているものと 思われる。 

実施許諾件数について 同様の質問を 公立大学と私立大学にも 行なったところ、 公立大学から 

は個人特許並びに 共同出願特許ともに 実施許諾件数 0 件 (1 校のみの回答 八 私立大学からは 個 

人特許の実施許諾件数 25 件 (3 校のみの回答 八 共同研究の実施許諾件数 26 件 (5 校のみの回答 ) 

が 得られた。 しかしながら、 公立、 私立大学とも 実施許諾状況を 把握していない 大学が多いた 

め 、 回答 校 が少なく 、 全体の把握状況は 今後の課題であ る。 

5.3 大学特許の笛理体制 
研究成果の管理方法は、 各学校とも各研究室が 個別・独自に 研究成果を管理しており、 公立 

大学を除いて 学校としての 管理は行われていないとするものが 半数を占める ( 図 9 参照 ) 。 
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  / ワ ヌひ Ⅰの イク 5 ひ ちり % 好 学内の職務発明規定等の 整備状況は 、 

( ⅠⅠ ) 

国公立大では「職務発明の 取扱規則等 
各研究左耳 位 を 整備している」は 80% 以上であ るの 

宇枝 として行なわず に 対し、 私立大学では 20% を下回って 

大字 ウ宙届 
おり、 学校としての 特許取得に関する 
環境が整備されていない 現状にあ る。 

牛 却下群烏 また、 大学の教官個人に 帰属してい 

も品 あ n を 杖 Ⅰ る 特許の民間企業への 実施許諾の状況 

その他 
ほ ついて把握しているのは 国立大， 高 
専 79 校の内のわずか 9 校 (11%) であ @ 

無口音 把握していないとするのは 57 校 (72%) 
ほ の ぼ る。 公 ・私立大学 55 校ではさら 

図 9  大学・高専の 研究成果管理方法 儂敏 日番小くっで 胡 にこの傾向が 強まり、 把握しているの 
は 5 校 (9 % 八把握していないのは 49 

"  校 (89%) であ る。 

基礎研究への 企 案の興味が低い 図 10 は大学の研究成果の 利用を 
ニーズ と 研究が不一致 促進する際に、 大学側が感じてい 

コ 一千 ィ ネート 枝能 不足 る 障害事項を示している。 全体的 
大学の故居が 高い にみて 「基礎研究の 成果に対して 

研究費等の対価が 不 + 分 企業の興味が 低い」や「ニーズ と 

契約により音波 は 田雄 研究が不一致 ( 産業界のニーズに 応 
人車 拝何 の 対 森井 えられる研究成果が 少なかれ、 

教官は産 案界 に非協力的 
「研究成果を 商品化するための コ 

一 ディネ 、 一ト 機能が不足している」 

を 挙げた大学が 多い。 

この ょう な諸課題を現在かかえ 

図 10  研究成果の利用促進に 関する課題は 故回す 3 つ ま田 ているものの、 今後、 大学が保有 
している特許をはじめとする 技術 

        m"  を 民間企業に技術移転する 際に求 
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められる方策を 図 11 に示す。 ュ述 

の 自治体の今後の 方策同様、 「 全 

52.7( ) 
国の公的機関保有技術情報を 持っ 
たデータベースの 整備」が最も 多 
い。 公 ・私立大学からは「公的機関 

  
3 4) 

保有技術を普及させる 流通体制 ( 組 

1(4) ( ) 内は回音 校寅 

  
繊 ) の 整備」が多く 挙げられた。 

Ⅰ日立大・ 耳耳 (N Ⅰ 779 校 ) 
  
5(3) 

■ 公 ・私立大 01 Ⅰ 555 校 ) 
    6. 技術移転促進方策の 今後の方 

向性 
図 Ⅱ大学保有技術の 普及方策 ( 枚 故国吉 : 2 つ まで ) 自治体および 大学等独自に よ る 開 

発 技術の全国流通に 係る現状、 ならびに国による 全国流通に向けた 施策の動向を 踏まえ、 今後 
の 技術移転促進方策の 方向性を考察する。 まず、 ①自治体・大学 笘 におけるⅡ 尭技 桁の有理・ 
PR 強化とライセンス 契約能力の向上が 必要であ り、 そのためにも②匡の 新規施策の活用が 重 
要であ るⅠ平成 9 年度新規施策 : 知的財産権 に係る研修及び 相談事業・特許流通データベース 
の 整備事業・特許流通アドバイザ 一の派遣事業等。 今後整備されつつあ る施策 : 国立大学の知 

的財産権 の専門部署 ( 知的財産権 ディーラ一 ) の育成，支援策、 リエゾンオフィス ( 技術移転 
事務所 ) の設置支援策、 研究コーディネータの 育成案 等 ) 。 さらに③当庁の 壁を越えた啓発 支 
援 を行ない、 専門領域にとらわれない 異業種間の技術移転促進が 必要であ ると考えられる。 
出所 * 1 ) : 特許庁 編 「これからは 日本も知的創造時代 J p.111 、 ( 財 ) 通商産業調査会出版部発行 (1997 年 5 月 ) 
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